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　対 外 関 係
　復興へのロードマップの最終段階を迎えたアフガニスタンは，１年を通じて活
発な外交活動を行った。なかでも隣国パキスタンや伝統的友好国といえるインド，
それにカルザイー政権成立の後ろ盾となったアメリカとは緊密な関係が継続して
いる。また，中央アジア諸国，特にトルクメニスタンとは，天然ガス・パイプラ
インを通じて関係が強化されているのは前述のとおりである。
　対米関係
　カルザイー政権は，アメリカの後ろ盾無しには成立しなかったといっても過言
ではない。その関係を反映してか，国会議員や閣僚が相次いでアフガニスタンを
訪問した。
　まず２月22日にはヒラリー・クリントン上院議員ら５人が訪問し，カーブル市
内でカルザイー大統領らと会談している。今後も米・アフガン関係は緊密であり
続けることを確約するとともに，地政
学的な状況を考慮すると，アフガニス
タン国内に恒久的な米軍基地が必要で
あることを強調した。
　そして３月17日にはライス国務長官
が，就任後初めてアフガニスタンを訪
問した。カーブル滞在中にカルザイー
大統領，アブドゥッラー外相と個別に
会談し，アメリカが今後も長期的にア
フガニスタンでの復興に積極的に取り
組んでいく姿勢を表明した。また，カ
ルザイー大統領の議会議員選挙延期発
表を容認した。
　３月30日にはローラ・ブッシュ大統
領夫人がアフガニスタンを訪問し，滞
在中，カルザイー大統領らと会談して
いる。
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　４月13日には，パキスタンを訪問したラムズフェルド国防長官が，その足でカ
ーブルを訪問し，カルザイー大統領と会談した。「対テロ戦争」などに関し，意見
を交換し，カルザイー大統領は，アメリカとは長期的な安全保障関係を構築した
いとの意向を表明した。また，５月９日カーブル市内で開催された約1000人が参
加したローヤ・ジルガでは，カルザイー大統領が表明したアフガニスタンとアメ
リカとの長期的な戦略パートナー関係構築に対し，支持表明がなされた。
　また，５月10日には，米上院が，全会一致でアフガニスタンやイラク駐留経費
など総額820億㌦の2005会計年度（2004年10月～ 2005年９月）補正予算案を可決し
た。ただしこの予算の多くは，米軍の駐留経費（人件費）であり，復興に直接関係
する経費はそれほど多くない。
　一方，５月23日にはカルザイー大統領がアメリカを訪問し，ブッシュ大統領と
首脳会談を実施したほか，９日にローヤ・ジルガで支持表明がなされた，米・ア
フガン戦略的パートナーシップに関する協定に調印し，両国間関係の強固さ，安
定を内外に強調した。ただし，カルザイー大統領が，国軍への権限委譲を要請し
たのに対し，アメリカはその点については難色を示しており，当面はアフガニス
タン国軍が米軍の指揮下で活動することが明らかになった。
　ブッシュ大統領は，７月27日，新駐アフガニスタン・アメリカ大使として，ロ
ナルド・Ｅ・ノウマン氏を指名した。ハリールザード前大使（現・駐イラク大使）
の後任で，同氏の父親も約30年前にアフガニスタン大使を歴任している。
　米『ニューズウィーク』誌に掲載された，グアンタナモ米海軍基地でのクルア
ーン（コーラン）冒とく事件に関する記事に抗議した数千人の群衆が，５月11日，
ジャラーラーバード市内で抗議行動を起こした。その結果，警察および米軍が群
衆に対して発砲し，４人が死亡し，70人以上が負傷した。また，パキスタンやイ
ンドの領事館にも火をつけるなどの事件が発生した。
　５月13日には首都カーブルでも反米デモが発生した。全国で９人の死亡を確認
したことから，ライス国務長官が記者会見で事実関係の調査を確約した。一方，
カルザイー大統領も記者会見で，クルアーン冒とくが事実であるならアメリカ政
府に強く抗議すると表明し，デモの沈静化を訴えかけた。『ニューズウィーク』誌
は，５月15日，同誌に掲載された記事は，事実誤認である可能性が高いと，最新
号で事実上の謝罪を掲載したため，一連の騒動は収束に向かった。その後のカル
ザイー大統領訪米時にも本件が話題に上ったが，同大統領はアメリカ政府や社会
を批判するつもりはないと，関係悪化を避けた。
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　対日関係
　アフガニスタンの対日感情は概ね良好で，治安面でも，これまでに日本人を狙
って起きたとみられる事件はなかった。しかし，日本の自衛隊がイラクに派遣さ
れて以降，なぜ日本はアメリカの「侵略」に荷担するのか，という疑問を持つ者
も現れ始めており，対日感情にも微妙な変化が現れ始めているとも考えられる。
そうしたなか，８月８日にパキスタンからアフガニスタンに入国した日本人旅行
者が行方不明となり，９月２日になってカンダハール市郊外で遺体となって発見
される事件が発生した。この事件が日本人を狙って発生したものかどうかは不明
だが，あらためて，アフガニスタン南部を中心とする地域の治安状況が極端に悪
いことを印象づける事件となった。
　４月には，イスラマバード（パキスタン）で開催されたアジア協力対話（Asia 
Cooperation Dialogue）に出席するため南アジアを訪問した町村外相（当時）がカ
ーブルを訪問し，カルザイー大統領と会談した。そこでも日本が，アフガニスタ
ンの復興に積極的に関与していくとの姿勢が示された。また，５月18日には，来
日したアブドゥッラー外相が，町村外相と会談した。席上，向こう３年間カーブ
ル空港整備費用として30億円の無償資金協力を実施することで合意したほか，教
育，農業分野での専門家派遣を円滑に実施するための技術協力協定に署名した。
　日本との貿易額という観点でみれば，日本からの輸入は84億3800万円あまりで
前年比118％増，日本への輸出は３億円あまりで前年比261％増と，大きな伸びを
示している。「ターリバーン」政権崩壊直後の復興支援急増期と比較すると，日本
からの輸出は減少しているが，2004年以降，貿易額は着実に増加している。
　なお，文化交流の一環として，龍谷大学アフガニスタン学術調査隊が10月から
11月にかけて，アフガニスタン情報文化観光省考古学研究所，国連教育科学文化
機関（UNESCO）の支援のもと学術調査を実施した。2003年に発見されたバンデ・
アミール川上流域にあるケリガン遺跡とチル・ボルジ遺跡とその周辺を調査した
ところ，新たな仏教石窟「サレ・スム遺跡」が発見された。これまでは，バーミ
ヤーンが仏教伝播の西限とされていたが，前回120㌖西に存在する遺跡が発見さ
れ，それよりさらに１㌖西方に発見された今回の遺跡は，新たな仏教伝播ルート
の可能性を示唆する貴重な手掛かりとなった。
　対パキスタン関係
　アフガニスタンを構成する最大の民族はパシュトゥーン人であるが，パキスタ
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ンの北西辺境州やバローチスタン州にも同じパシュトゥーン人が居住している。
アフガニスタン政府は，しばしば，パキスタン国内のそうしたパシュトゥーン人
が，ターリバーンやひいてはアフガニスタン国内で活動を続けるアル・カーイダ
の隠れ蓑として機能しているとして，再三掃討の要請を行い，また警告してきた。
しかしながら，両国の国境付近にはパキスタンの連邦直轄部族地域（FATA）が
広がっている。アメリカの要請もあり，同地域でのパキスタン軍の駐留は始まっ
たが，部族社会の伝統が浸透していることもあり，軍といえども住民の協力が得
られにくく，域内の状況を正確に把握することは非常に困難である。そうしたな
か，両国の首脳間で頻繁に会談が実施された。
　２月20日には，カルザイー大統領が訪問先のジッダでアジーズ・パキスタン首
相と会談したほか，３月22日には，カルザイー大統領が２日間の日程でパキスタ
ンを訪問した。パキスタンの建国記念日（パキスタン・デー）に合わせての訪問で，
滞在中，ムシャラフ大統領，アジーズ首相らと会談した。訪問には，外相，国防
相，商業相，国家安全保障担当顧問らが同行し，関係閣僚間で二国間関係強化に
向けた話し合いが行われた。
　４月25日には，アジーズ・パキスタン首相が，対アフガニスタン国境に検問所
を新たに10カ所開設する意向であることを発表している。ペシャーワルとジャラ
ーラーバードを結ぶハイバル峠，クエッタとカンダハールを結ぶチャマン以外に
は正規のルートがないに等しい状況だったことをふまえたもので，貿易・友好関
係を強化し，密輸の取り締まりを強化することで両国の利害も一致した結果とい
える。またパキスタンのチャマン（バローチスタン州）とスピン・ボールダク（カ
ンダハール州）を鉄道で結ぶ計画があることも発表した。
　７月24日には，アジーズ・パキスタン首相が１日の日程でアフガニスタンを訪
問し，カルザイー大統領と会談している。９月18日の議会議員選挙や治安問題，
二国間の貿易などに関し協議を行った。
　９月６日には，選挙を控えて治安の悪化が予想されたことから，パキスタン政
府が，アフガニスタン国境付近に計9500人の兵を配置することを発表した。北部
に約5000人，南部に約4500人を配置し，国境付近での武装集団の往来を監視する
ためで，すでに派兵した７万5000人と合わせ，８万人規模での監視体制を整えた。
　なお，同月アメリカを訪問したムシャラフ・パキスタン大統領は，国境付近に
おける武装集団往来を防ぐことを目的に，フェンスを設置する意向を表明した。
　しかし12月２日にはスピン・ボールダクとチャマンとの国境が一時閉鎖された。
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国境警備に当たっていた両国の兵士が互いに相手の兵士に暴行を加えたとして緊
張が高まったための措置だった。数日で閉鎖は解かれたが，互いの主張が異なっ
ており，真相は明らかにならなかった。
　なお，パキスタンとの国境は，1893年にイギリスとの間で結ばれた100年間有
効な協定のなかで決定された。当時の英領インド外務次官の名をとってつけられ
た「デュアランド・ライン」（Durand  Line）と呼ばれている。アフガニスタン政
府は，同協定が失効した1993年以降デュアランド・ライン見直しを要求している
が，現在まで双方の合意には至っていない。
　今回のパキスタン政府によるフェンス設置提案は，そうしたデュアランド・ラ
インを国境とするというパキスタン政府の意向が働いているのではないか，とい
う疑念もアフガニスタン政府内にはある。当面は復興に重点が置かれるため，本
問題が両国間で本格的に取り上げられることはないが，将来的な懸念材料となる
可能性は残っている。
　10月８日午前には，パキスタン北部を震源とする地震が発生し，アフガニスタ
ン国内でもバダフシャーン州を中心とした地域で，児童２人が死亡したほか，
200戸程度の家屋が倒壊するなどの被害が発生した。しかし，被害にあった地域
の多くが険しい山岳地域であったことから，被害の詳細については判明していな
い部分も残る。また，12月13日にも，アフガニスタンとパキスタンの国境付近で
強い地震が発生した。10月８日の地震の余震とみられるが死者などは出なかった。
　なお，10月10日にアフガニスタン政府は，被害の大きいパキスタンに対し，ヘ
リ４機，医者50人程度，医薬品１㌧程度を供与することを発表した。
　対インド関係
　アフガニスタンとインドは伝統的な友好国としての関係を保っている。印パ関
係が微妙に影響を与えており，アフガニスタン・パキスタン関係がパシュトゥー
ン人を中心としたものである一方，インドとの関係は，いわゆる旧北部同盟諸派
との関係である。しかし，カルザイー政権が正式に発足し，インドはその関係を
発展させるべく積極的な外交活動を展開した。
　まず，ナトワール・シン印外相が２月15日にアフガニスタンを訪問した。同外
相のパキスタン訪問の前に１日の日程で訪問したもので，カルザイー大統領のほ
か，マスウード副大統領，アブドゥッラー外相らと会談を行った。これは，２月
23日からのカルザイー大統領のインド訪問の準備と位置づけられた。
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　そして，カルザイー大統領が２月23日から３日間の日程でインドを訪問した。
滞在中カラム大統領，マンモハン・シン首相，ソニア・ガンディー国民会議派総
裁らと会談を行った。滞在中，ニューデリー市内で開催された記者会見で，カル
ザイー大統領は，アフガニスタンが中央アジアと南アジアとの架け橋になること
ができるとして，南アジア地域協力連合（South Asia Association for Regional 
Cooperation：SAARC）への参加を強く希望すると表明した。その結果，11月に
ダカ（バングラデシュ）で開催された第13回 SAARC首脳会議で，アフガニスタ
ンの加盟に関して原則合意に達した。
　８月28日には，カルザイー大統領のインド訪問への答礼という形で，マンモハ
ン・シン印首相が，２日間アフガニスタンを訪問した。印首相のアフガニスタン
訪問は1979年以来29年ぶりだった。訪問中にカルザイー大統領らと二国間関係を
中心に意見交換を行ったほか，シン印首相は訪問中，カルザイー大統領との会談
のなかで新たに5000万㌦の支援を表明した。
　対イラン関係
　シーア派が多数を占め，国境を接するイランはアフガニスタン支援を積極的に
実施している。特にヘラート市郊外の国境を通じて，かつてはイスマーイール・
ハーン将軍（現水利・電力・エネルギー担当相）が独自に関税徴収を行っていたこ
ともあったが，国境を通じた貿易の歴史は古い。
　１月26日には，正式に就任したカルザイー大統領が就任後初の訪問地として２
日間の日程でイランを訪問した。ヘラートへと続くドーガールーンで高速道路の
開通式に出席したほか，テヘランではハータミー・イラン大統領（当時）らと会談
した。経済関係促進が主たる目的と説明された。
　翌27日からはイランが，トルバテ・ジャームからヘラートへ電力供給を開始し
た。出力は132kWで，総延長は約210㌖である。イラン政府は，カーブル市内に
アーリヤーン銀行の支店を2004年12月に開設しているが，今後も対アフガニスタ
ン支援・貿易を促進，継続する意向を示している。
　また，３月６日にはアハディー財務相がイランを訪問し，テヘランでアーレフ
副大統領と会談した。会談では，「現在の両国間の経済関係はその能力を完全に
発揮しているとはいえず，一層の拡大の可能性がある」点で認識が一致し，今後
の関係拡大で合意に達した。帰国した同財務相は，同10日イランがヘラート～マ
イマーナ間の道路修復への1000万㌦など総額4200万㌦の支援を行うと発表した。
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　なお，UNHCRは，イラン国内のアフガニスタン難民の総数を約95万人と推定
している。こうしたアフガニスタン難民に対し，イラン政府は従来から厳しい措
置を採ってきた。アーゼルバーイジャーン州，コルデスターン州など東部５州で
は，難民の居住を禁止してきたが，５月になって，アフガニスタンと国境を接す
るシースターン・バローチスターン州についても同様の措置を適用すると発表し
た。また，イラン政府は帰還を促進する立場にあり，７月６日以降もイラン国内
にとどまる難民に対しては，年間100万～ 150万リヤール（約１万3000 ～１万9000円）の
市民税を課すことをイラン内務省当局が発表した。背景には，ターリバーンが政
権の座にあった時代が終わり，イラン政府が国内のアフガニスタン人を難民とは
みなさないという立場に変わった点が指摘できる。20万から30万人といわれる国
内のアフガニスタン人不法就労者対策ともいえるイラン政府のこうした立場を受
け，UNHCRはイラン国内のアフガニスタン難民の帰還を促進すべくイラン政府
との交渉を継続している。
2006年の課題
　憲法では，２期（１期５年）までと規定されている大統領の任期だが，カルザイ
ー大統領がいつまで同職にとどまるのか，あるいは国政に影響力を発揮できる地
位に就いていられるかという点は，同政権成立の後ろ盾となったアメリカの動向
とともに，アフガニスタンの当面の安定に大きな影響を与えうる。議会が正式に
発足したことで，ようやく「ロードマップ」が形の上では完結し，2006年は「新
生アフガニスタン」にとって極めて重要な１年となる。
　反カルザイー勢力のカーヌーニー下院議員が下院議長に選出されたのは，カル
ザイー大統領による懐柔策が奏功したとの見方もあるが，政党各党の動きとも関
連し，各党が国家の発展に向け協力体制を採れるのか，それとも地域政党乱立に
戻るのか，いまだ勢力に衰えがみえないターリバーンや行方不明のヘクマティヤ
ール元首相とその一派への対応策とともに，カルザイー大統領の指導力がこれま
で以上に問われる１年となろう。この点では，隣国パキスタンおよびアメリカの
協力・動向も大きく影響を与えることになる。
　治安の安定は，アフガニスタンの発展にとって最大の懸案事項である。アメリ
カとは「戦略的パートナーシップ」という関係を構築し，米軍は少なくとも2010
年まで駐留を継続すると発表したが，その規模は今後縮小されると考えられる。
ISAFはこれを受け全国展開の意向を示したが，不安定な南部各州への展開には
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不透明な部分が残り，警察や国軍がどこまで治安維持に積極的に関与できるのか
との点についても，見通しは決して明るくない。また，アル・カーイダのネット
ワークがアフガニスタン国内でどの程度機能しているのか，今後そのネットワー
クが国内で機能し続けるのかという点も，自爆テロなどが増加し始めている今後
のアフガニスタン国内での事件の動向の鍵を握っている。
　治安の安定なくしては，トルクメニスタンからの天然ガス・パイプライン敷設
工事も軌道に乗せられず，ひいては諸外国・国際機関からの支援に頼らざるをえ
ない財政状況を改善する方向に向けることも困難となる。
　治安と並ぶ懸案事項である麻薬栽培を減少させるとの観点からも，カルザイー
政権は財源確保・安定にむけて国内外にアピールできるだけの政策を打ち出す必
要性に迫られている。軍閥の取り込みなどを通じて，関税収入などが中央政府へ
流れるようなルートが確保され始めているが，国家再建をまかなうには十分とは
いえず，中期的にも国際社会の支援は欠かせない。
　このようなアフガニスタンが国家として安定する方向に向かうのか，それとも
国会内で反カルザイー勢力が結集して再び混乱へと向かうのか，2006年のカルザ
イー政権の舵取りがその分岐点になると思われる。
  （大阪外国語大学講師）
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１月12日
▲
サミーウッラー・イブラーヒー
ミーが，中央銀行第１副総裁に就任。
　
▲
国防省，第10旅団の第110中隊所属の286
人，第52中隊の45人が武装解除に応じたと発
表。
　14日
▲
武装勢力の襲撃によって，ヘルマン
ド州内で国軍兵士６人が死亡。ターリバーン
が後に犯行声明。
　16日
▲
政府，2004年12月のスマトラ沖大地
震に対する支援として，インドネシアに対し
医師20人と食糧３㌧の提供を決定。
　20日
▲
カルザイー大統領，９人からなる選
挙管理委員任命の大統領令を発令。
　
▲
シベルガーン市のモスクで，ドースタム
前国防次官を狙ったとみられる自爆テロ。同
前国防次官は無事。
　22日
▲
ウルズガーン州チャールチノ県で，
地元警察本部長の乗った車が，遠隔操作装置
付爆弾で爆破さる。同本部長，警護官など乗
員４人が死亡。
　24日
▲
カンダハール州マーイワンド県で，
地元のゴーラク県警察署長の乗った車が，襲
撃さる。護衛の警官２人が死亡。同署長も銃
弾を受け負傷。ターリバーンを名乗る勢力が
犯行声明。
　25日
▲
政府，国内で流通しているパキスタ
ン・ルピーに対し使用制限を決定。
　
▲
クラーク・ニュージーランド首相，アフ
ガニスタン駐留同国軍の2006年９月までの駐
留延長を決定したと発表。
　26日
▲
カルザイー大統領，２日間の日程で
イランを訪問。
　27日
▲
カーブル市内レストランで，昼頃ガ
ス爆発があり，店内にいた14人が負傷。
　30日
▲
クナル州アサダーバードとナンガル
ハール州ジャラーラーバードを結ぶ道路上で
地雷が爆発し，車の乗員４人が死亡。
２月１日
▲
カナダ政府，ウズベキスタン国内
にいるアフガニスタン難民400人の受け入れ
を発表。
　４日
▲
国営アリアーナ・アフガン航空，７
年ぶりにバクー（アゼルバイジャン）経由モ
スクワ線再開。
　５日
▲
NATO軍，２月３日から行方不明
のヘラート発カーブル行きカーム・エアー機
の残骸を，カーブル市南東部の山中で発見。
乗客ら104人全員が死亡。
　７日
▲
カンダハールを中心とする国内の南
西部で，武装解除が98％終了。武装解除に応
じたのは436人で，335の武器を回収。
　10日
▲
NATO国防相理事会，NATO軍展
開を西部各地にも拡大することで合意。
　13日
▲
トルコ，NATO軍の指揮権を６カ
月の期間で引き継ぐ。
　
▲
国連，東部のジャラーラーバードで武装
解除完了と発表。
　16日
▲
ストロー英外相，カーブルを訪問。
カルザイー大統領，アブドゥッラー外相と会
談。
　20日
▲
カルザイー大統領，20日から２日間
の日程でサウジアラビアを公式訪問。
　22日
▲
ヒラリー・クリントン上院議員を含
む米上院議員５人がアフガニスタンを訪問。
カーブル市内でカルザイー大統領らと会談。
　23日
▲
へルマンド州サンギーン県で，医療
支援NGO「イブン・シーナー」の車が襲撃さ
れ，アフガニスタン人職員２人が死亡。
　
▲
カルザイー大統領，インド訪問。カラム
大統領，マンモハン・シン首相，ソニア・ガ
ンディー国民会議派総裁らと会談。
　28日
▲
合同選挙管理機構，５月20日頃に予
定していた議会議員選挙の延期を発表。
重要日誌 アフガニスタン　2005年　
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３月１日
▲
カルザイー大統領，ドースタム前
国防次官を国軍参謀長（Chief of Staff）に任命。
同職は，国軍最高司令官（大統領が兼任）に次
ぐ地位。
　７日
▲
カーブル市内の外交団地区で，農村
開発省顧問のイギリス人男性が射殺され死亡。
　10日
▲
アハディー財務相，イランが総額
4200万㌦の支援を行うと発表。
　11日
▲
日本政府が，マザーリシャリーフ警
察支援のため，１億1000万円の緊急無償資金
協力を決定。
　12日
▲
ナンガルハール州内を警備中の米海
兵隊員２人が，ターリバーンの襲撃で負傷。
　13日
▲
２月３日に発生したヘラート発カー
ブル行きのカーム・エアー機墜落事故で，す
べての遺体の収容が完了。
　17日
▲
カンダハール市内で，道路脇に仕掛
けられた地雷が爆発し，５人が死亡。ライス
米国務長官の訪問に抗議したもの。
　
▲
ライス米国務長官，就任後初めてカーブ
ルを訪問。カルザイー大統領，アブドゥッラー
外相と個別に会談。カルザイー大統領の議会
議員選挙延期発表を容認。
　20日
▲
合同選挙管理機構，延期されている
下院議員選挙を９月18日に実施と正式発表。
有権者数は1050万人以上で定数249。州議会
選挙も同時実施。
　22日
▲
カルザイー大統領，２日間の日程で
パキスタン訪問。ムシャラフ大統領，アジー
ズ首相らと会談。外相，国防相，商業相，国
家安全保障担当顧問らが同行。
４月２日
▲
政府，アフガン暦1384年度（西暦
2005年３月21日～同2006年３月20日）予算を
承認。総額47億5000万㌦。
　５日
▲
カルザイー大統領，カーブルで開催
の援助会議で，国際社会に対しさらなる支援
を呼びかけ。
　
▲
南アジア諸国歴訪中の町村外相が，カル
ザイー大統領と会談（カーブル）。同外相は，
イスラマバードで開催されるアジア協力対話
（Asia Confidence Dialogue：ACD）外相会議
に出席予定。
　６日
▲
ガズニー州で米軍ヘリが墜落し，米
軍兵士４人を含む乗員18人全員が死亡。
　11日
▲
中央銀行，1976年以来初めて，硬貨
を発行。種類は１，２，５縞。
　13日
▲
ラムズフェルド米国防長官，カルザ
イー大統領と会談（カーブル）。
　19日
▲
ドースタム将軍，カルザイー大統領
の要請を受ける形で国軍参謀長に就任し，イ
スラーム党代表からの辞任を表明。
　25日
▲
トルクメニスタンからパキスタンま
で延伸する天然ガス・パイプライン敷設計画
の事前調査が完了。
　30日
▲
９月18日の議会議員選挙に向け，立
候補者届出の受付を全国各地で開始。
５月２日
▲
バグラーン州内の武器庫で爆発が
あり，少なくとも28人が死亡
　８日
▲
カーブル市内のネット・カフェで爆
弾が爆発し，国連職員を含む３人が死亡。
　９日
▲
ジャラーラーバード近郊で，米海兵
隊員２人が武装勢力との戦闘で死亡。
　10日
▲
米上院，全会一致でアフガニスタン
やイラク駐留経費など総額820億㌦の2005会
計年度（2004年10月～2005年９月）補正予算案
を可決。
　11日
▲
ガズニー州デー・ヤク県で，９月の
議会議員選挙に立候補を表明していた候補が
銃撃を受け，運転手とともに死亡。
　
▲
グアンタナモ基地でのクルアーン冒とく
事件に対して，数千人が，ジャラーラーバー
ド市内で抗議行動。
　15日
▲
『ニューズウィーク』誌，反米デモ
のきっかけとなった同誌の記事が，事実誤認
アフガニスタン
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である可能性が高いとして，最新号で事実上
の謝罪を掲載。
　16日
▲
カーブル市内で，銃で武装した４人
組の集団がNGO（CARE International）所属
のイタリア人女性職員１人を誘拐。
　18日
▲
アブドゥッラー外相，来日。町村外
相と会談。
　23日
▲
訪米中のカルザイー大統領，ブッシ
ュ米大統領と会談。
　26日
▲
国家収税局，９月23日から，所得税
を徴収と発表。
　30日
▲
カーブル市内のNATO本部近くで
爆弾が爆発し，市民７人が負傷。
　
▲
カンダハール市内で，カルザイー大統領
に近い宗教指導者のモウルヴィー・アブドゥ
ッラー・ファイヤーズ師が銃撃を受け死亡。
　31日
▲
ヘラート州およびファラー州での地
域復興チーム（Provincial  Reconstruction 
Team：PRT）の指揮権が米軍からNATOへ。
６月１日
▲
カンダハール市内のモスクで，自
爆テロ事件が発生し，カンダハール市警察長
官を含む20人が死亡。
　５日
▲
合同選挙管理機構，議会議員選挙の
立候補予定者リストを発表。立候補者総数は
6080人で，うち582人が女性。
　８日
▲
ルーマニア国防省，議会議員選挙に
向け，兵士400人を新たに派遣すると発表。
　９日
▲
５月16日に誘拐されていたイタリア
人援助関係者が解放され，無事を確認。
　11日
▲
政府，新たな武装解除計画を開始。
　13日
▲
カンダハール州で起きた自爆テロで
米軍兵士５人が死亡
　23日
▲
G8外相会談で，アフガニスタンに
関する共同声明。
７月７日
▲
カーブル市内で，元兵士の武装解
除（DDR）の第一段階完了記念式典実施。
　８日
▲
パクティーカ州で，アーガー・ジ
ャーン同州ウラマー委員会委員長が，夫人と
ともに殺害される事件発生。
　12日
▲
下院議員選挙および州議会議員選挙
の立候補者が確定。下院が2778人，州議会が
3027人。
　19日
▲
カルザイー大統領，イギリス訪問。
　24日
▲
アジーズ・パキスタン首相，アフガ
ニスタン訪問。
　25日
▲
オマル師，ターリバーンの再結集を
促すメッセージを出す。
　27日
▲
国際治安支援部隊（International 
Security Assistance Force：ISAF）報道官が，
その勢力（選挙支援軍）を８月中旬をめどに１
万2000人まで増強すると発表。
　
▲
ブッシュ米大統領，新米大使として，ロ
ナルド・Ｅ・ノウマンを指名。
８月２日
▲
豪，アフガニスタンへの93人の派
兵を表明。
　３日
▲
ISAF の指揮権が，トルコからイタ
リア・イギリスに委譲。
　16日
▲
警備訓練中のスペイン軍兵士のヘリ，
ヘラート近郊で墜落。
　17日
▲
選挙運動期間開始。９月15日まで。
　18日
▲
２日の発表を受け，最終的にヒル豪
国防相，190人を派兵すると発表。
　27日
▲
８月８日にチャマン国境からカンダ
ハールに向かったと見られる日本人旅行者２
人が消息不明であることが判明。
　28日
▲
ウルズガーン州で，武装勢力が下院
議員選候補者１人を殺害。
　
▲
マンモハン・シン印首相，２日間のアフ
ガニスタンを訪問。印首相の訪問は29年ぶり。
　31日
▲
武装勢力，カンダハールで道路建設
に携わっているイギリス人を誘拐。
９月２日
▲
行方不明の日本人と見られる遺体，
カンダハール・カーブル間の幹線道路から少
し離れた場所で発見さる。
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　４日
▲
政府，アメリカのハリケーン「カト
リーナ」による災害復旧のため，10万㌦を拠
出を表明。
　６日
▲
パキスタン，国境地域に9500人の部
隊を配置。
　９日
▲
NATO，18日の選挙を控え，2000
人の軍を増派。
　10日
▲
ワルダク国防相，カーブル空港で襲
撃される。
　13日
▲
カルザイー大統領，ヘラート訪問。
　14日
▲
NATO非公式国防相理事会，2006
年にアフガニスタン南部への治安維持支援を
拡大することを確認。
　16日
▲
ターリバーン，ヘルマンド州で18日
に実施予定の下院議員選候補者１人を殺害。
　18日
▲
下院議員，州議会議員選挙投票実施。
　19日
▲
合同選挙管理機構，18日の選挙の暫
定投票率は50％程度と発表。
　25日
▲
ザーボル州ダイ・チョウパン県で米
軍ヘリが墜落。搭乗していた米軍兵士５人が
死亡。
　27日
▲
ジャラーリー内相が辞任を発表。
10月３日
▲
カルザイー大統領，就任後初めて
のフランス公式訪問。
　４日
▲
パキスタン軍当局，ハーキミー・
ターリバーン報道官を拘束したと発表。
　６日
▲
９月18日の選挙結果のうち，ファ
ラー州，ニームルーズ州分を発表。
　８日
▲
パキスタン北部を震源とする地震で，
ナンガルハール州内で少なくとも３人が死亡。
11月12日
▲
合同選挙管理機構，下院議会議員
選，州議会議員選の最終結果を発表。
　14日
▲
カーブル市内の道路で自爆テロ。ド
イツ人１人を含む少なくとも３人が死亡。
　19日
▲
インド人技師１人とアフガニスタン
人警備員２人，運転手１人が，ニームルーズ
州内で誘拐される。
　22日
▲
イブラーヒーミー中銀第１副総裁，
外貨準備高が15億㌦に達したと発表。
　
▲
ムハンマド・ユースフ・ターリバーン報
道官，19日に誘拐していたインド人技師の殺
害を発表。
12月２日
▲
パキスタンとの国境（チャマンと
スピン・ボールダクの間）を一時閉鎖。
　10日
▲
カルザイー大統領，上院議員34人を
指名。
　13日
▲
ヒンドゥークシュ山脈でマグニチ
ュード6.7の地震発生。
　
▲
世銀，復興支援のため8000万㌦の資金協
力を承認。
　16日
▲
国会前で爆弾が爆発。負傷者は出ず。
　17日
▲
チェイニー米副大統領，アフガニス
タン訪問。19日の国会に出席。
　19日
▲
32年ぶりにアフガニスタン国会開会。
　21日
▲
国会，カーヌーニー前教育相を下院
議長に，ムジャッディディー前憲法制定委員
会委員長を上院議長に選出。
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　 　閣僚名簿（2004年12月24日発足）
大 統領　ハーミド・カルザイー（1957年生，
パシュトゥーン人）
副 大統領　カリーム・ハリーリー（ハザーラ
人，シーア派統一党党首，留任）
副 大統領　アフマド・ズィアー・マスウード
（タジク人，故マスウード司令官実弟，前
駐ロシア大使）
国 防相　アブドゥッラヒーム・ワルダク（パ
シュトゥーン人，対ソ連戦争時代からの軍
人）
内 相（暫定）　アフマド・ムクビル・ザッラー
ル
外 相　アブドゥッラー・アブドゥッラー（タ
ジク人，留任，旧ラッバーニー派）
財 務相　アヌワルル・ハク・アハディー（パ
シュトゥーン人，前中央銀行総裁，アフガ
ニスタン国家党党首）
商 業相兼上級大統領顧問　ヒダータト・ア
ミーン・アルサラー（パシュトゥーン人，
1942年生，世銀職員を経てBBC，VOAの
パシュトー語放送担当｡ 前財務相，元国王
派）
安 全保障担当顧問　ザルマイー・ラスール
（パシュトゥーン人，前国家安保担当国務
大臣）
教 育相　ヌール・ムハンマド・カールキン
（ウズベク人，1953年生，前社会問題相，ドー
ストム派と親密）
経 済相　ムハンマド・アミーン・ファルハン
グ（タジク人，1940年生，前復興担当相。
暫定政権樹立までドイツ在住）
交 通相　イナーヤトゥッラー・カースミー
（ハザーラ人。前司法担当大臣顧問で，米
国で博士号取得）
通 信相　アミールザイー・サンギーン（パシ
ュトゥーン人，1980年よりスウェーデン在
住，2004年７月にアフガン ･テレコム社代
表）
鉱 工業相　ミール・ムハンマド・スィッデー
ク（1945年生，アメリカで博士号取得）
水 利・電力・エネルギー相　イスマーイー
ル・ハーン（タジク人，前ヘラート州知事）
公 共事業相　スフラーブ・アリー・サファ
リー（ハザーラ人，1945年生）
都 市開発相　ユースフ・パシュトゥーン（パ
シュトゥーン人，元都市問題担当相，前カ
ンダハール州知事）
農 業・食糧相　ウバイドゥッラー・ラミーン
（タジク人，1952年生）
司 法相　サルワル・ダーニシュ（ハザーラ人，
1961年生，憲法制定委員会委員）
高 等教育相　アミーン・シャー・ハサンヤー
ル（ハザーラ人，1942年生，元大学講師）
情 報・文化相　マフドゥーム・ラヒーン（タ
ジク人，1946年生，イランで博士号取得，
元国王派）
公 衆衛生相　アミーン・ファーティミー（タ
ジク人，1946年生，元WHO顧問）
巡 礼・イスラーム担当相　ネイマトゥッ
ラー・シャハラーニー（ウズベク人，前副
大統領，エジプト・アズハル学院修士，憲
法制定委員会委員長）
国 境・部族問題相　カリーム・ブラーフイー
（バローチ人，1955年生，前ニームルーズ
州知事）
女 性問題相　マスウーダ・ジャラール（パシ
ュトゥーン人，女性で，大統領選候補者）
社 会・労働相　イクラームッディーン・アー
ガー（タジク人，1953年生，元タハール州，
バダフシャーン州知事）
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難 民相　アーザム・ダードファル（ウズベク
人，1946年生，元大学講師。1978年以降パ
キスタン在住）
殉 教・障害者相　スィッディーカ・バルヒー
（ハザーラ人，1950年生，女性）
農 村開発相　ハニーフ・アトマル（パシュト
ゥーン人，1967年生，英国で学位取得，留
任）
麻 薬対策相　ハビーブッラー・カーディリー
（パシュトゥーン人，元UNHCR職員）
青 年問題相　アミーナ・サフィー・アフザ
リー（女性）
最 高裁長官　シャイフ・ファズル・ハーデ
ィー・シンワーリー（パシュトゥーン人，
留任）
大 統領顧問（中央銀行総裁）　ヌールッラー・
デーラワリー
大 統領顧問（閣僚顧問，カンダハール州知事）
シャフィーク・グル・アーガー・シェール
ザイー（パシュトゥーン人，元カンダハー
ル州知事，前都市問題担当相）
大 統領顧問（カーブル州知事）　サイイド・フ
サイン・アヌワリー（ハザーラ人，シーア
派統一党，前農業相）
